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第１ 総括事項 

１ 目的 

  この仕様書は、山添村神野山ふれあいの森設置条例（以下「設置条例」という。）、

同管理運営規則（以下「管理運営規則」という。）及び神野山ふれあいの森施設指定

管理者募集要項に定めるもののほか、指定管理者が行う業務の詳細について定める

ことを目的とする。 

 

２ 施設の概要 

エリア 施設の名称 所在地 
土地面積 

総床面積 
主な施設内容 供用 

映山紅 
周 辺 
エリア 

茶の里会館 

山添村大字

伏 拝 888-1

神野山地内 

-㎡ 
342.75㎡ 

厨房、客席（約50席）、茶室、会

議室、バックヤード2室、事務

所、トイレ 

平成8年度 

森林科学館 

山添村大字

伏 拝 888-1

神野山地内 

-㎡ 

457.66㎡ 
研修室（約100名収容）、展示室、
事務所 

平成2年度 

生産物直売所 

山添村大字

伏 拝 888-1

神野山地内 

-㎡ 

99.37㎡ 

調理室①（食肉処理）、調理室②

（そうざい製造業）、調理室③

（菓子製造業）、デシャップ（飲

食店営業）、フロア 

平成3年度 

 

３ 管理運営の基本方針 

  施設の管理運営は、次に掲げる基本方針に沿って地域住民との連携を図りながら

行うものとする。 

（１）公の施設であることを念頭に、利用については平等かつ公平な取扱いをするこ

と。 

（２）利用者のニーズに応じた効果的かつ効率的な管理運営を行うこと。 

（３）施設の設置の目的に即した管理運営を行うこと。 

（４）施設の管理運営を行う上で関係する法令等を遵守すること。 

（５）施設設備及び物品の維持管理を適切に行うこと。 

（６）業務に関連して取得した利用者等の個人情報を適切に取り扱うこと。 

（７）県内外から利用者を呼び込むための施策に取り組むこと。 
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４ 開館日等 

当該施設の休館日及び使用時間は、設置条例の規定に基づき次のとおりとする。

ただし、指定管理者が特に必要があると認めるときは、村長の承認を得てこれを変

更し、又は臨時に休館することができる。 

エリア 施設の名称 休館日 使用時間等 

映山紅 
周 辺 
エリア 

茶の里会館 
水曜日。ただし、その日が国民の祝日に

関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に

規定する休日にあたるときは、その後に

おいてその日に最も近い休日又は日曜日

でない日とする。1 月 1 日から同月 4 日

まで及び 12 月 29 日から同月 31 日まで。 

午前 9時から午後 4時 30分 

森林科学館 午前 9時から午後 4時 30分 

生産物直売所 午前 9時から午後 4時 30分 

 

第２ 指定管理者の責務 

１ 法令遵守 

指定管理者は、業務の遂行にあたっては、次に掲げる法令等を遵守しなければな

らない。なお、指定期間中に法令等に改正があった場合は、改正された内容を仕様

とする。 

（１）地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

（２）個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号） 

（３）山添村神野山ふれあいの森設置条例（平成元年６月山添村条例第１０号） 

（４）山添村神野山ふれあいの森管理運営規則（平成元年６月山添村規則第４号） 

（５）山添村情報公開条例（平成１４年山添村条例第２４号） 

（６）山添村行政手続条例（平成８年山添村条例第１２号） 

（７）その他管理運営に適用される法令 

 

２ 守秘義務 

指定管理者又は施設の業務に従事する者は、個人情報の適切な管理のため必要な

措置を講じるとともに、施設の管理運営に関し知りえた秘密を他に漏らし、又は自

己の利益のために利用してはならない。また、指定管理者の指定期間が終了し、若

しくは指定を取り消され、又は職員が職務を退いた後においても同様とする。個人

情報の取扱いには、組織的な措置を講じること。 

 

３ 業務の第三者への委託 

指定管理業務のうち、清掃、警備、設備・機器の保守点検業務等の事実上の行為

については、専門業者等に委託することができる。 

 

４ 危機管理対策等 

防災、防犯、事故防止等の危機管理マニュアルを整備し、職員に周知徹底するこ

と。 
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なお、災害時に、施設の避難場所等としての使用を妨げることができず、設営及

び使用に対して協力すること。 

 

５ 社会的責任に対する配慮 

（１）障がい者雇用の促進 

   障がい者の雇用促進及び合理的配慮に努めるものとします。 

（２）村内雇用への配慮 

   従業員の雇用にあたっては、山添村民の雇用に配慮し努めるものとします。 

（３）村内事業者への配慮 

   村内の事業者の生産品、製品及びサービスの購入及び利用等について配慮する

ものとします。 

（４）環境への配慮 

   ごみの削減や資源の有効活用、省エネルギーに配慮するものとします。 

（５）ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）への配慮 

   国連サミットで合意された「誰一人取り残さない」持続可能でよりよい社会の

実現を目指す世界共通の目標に向けて、事業者としての行動を努めるものとしま

す。 

     ＳＤＧs（持続可能な開発目標）は１７項目の目標が設定されており、施設の運

営にあたっては、積極的な取り組みに努めるものとします。 

 

６ 地域に対する配慮 

神野山施設周辺の住民によるワークショップを実施し、神野山に対する地域住

民の意見について以下のとおりまとめましたので、可能な限り事業計画に反映さ

せることを望みます。 

ア 星空の活用  

星空観察が魅力の一つとなっていますので、人を呼ぶコンテンツとしての活

用を望みます。他にも多様なアクティビティの提案を望みます。 

イ 地域資源の活用 

山添村の特産品である大和茶や村の特産物を活かすことで、観光客等に魅力

を伝えることが可能です。また、食事を提供するときは、地元の食材を使用し

た料理やサービスを提供することで地元の循環を生むことが考えられます。 

ウ 季節ごとの集客戦略 

季節による集客の変化に対応するため、小規模な受け入れが可能な観光コン

テンツの提供や、イベントの開催を望みます。 

エ 生産物直売所の役割 

観光客等にとって魅力的な施設として活用する必要があります。施設の機能

を最大限に活かした、新たなビジネスモデルの提案を求めます。 

  



4 

 

第３ 業務体制の基準 

１ 業務上必要となる資格及び人数 

エリア 
資格名称 

甲種防火管理者 食品衛生責任者 

映山紅周辺 

エリア 
１名 

１名※ 

（調理師免許と兼務可） 

 

２ 人員配置にあたっての留意事項 

（１）労働基準法（昭和２２年法律第４９号）等関係法令を遵守しつつ、効果的・効

率的に管理運営できる体制を整えること。（各業務・作業の責任者等、指揮命令

系統は明確にすること。） 

（２）職員の勤務体制は、施設の管理運営に支障のないように配慮するとともに、利

用者の要望に柔軟に対応できるようにすること。 

（３）職員の資質向上を図るために、研修を実施するとともに、施設の管理運営に必

要な知識と技術の習得に努めること。 

（４）法令又は業務内容等により資格を必要とする業務については、有資格者を選任

するものとする。 

（５）職員は、本施設が公共施設であることに鑑み、接遇・服装・言動・態度等に十

分注意すること。 

 

第４ 指定管理者の業務の範囲 

１ 施設の運営に関する業務 

（１）受付・案内に関する業務 

ア 開館日及び使用時間の設定 

（ア）業務内容 

・開館日、使用時間の設定を行い、開館スケジュール等を周知すること。 

（イ）要求水準 

・指定管理者が、必要があると認めるときは、事前に村長の承認を得て、開館

日及び使用時間を変更することができる。 

・利用ニーズに沿った開館日及び使用時間の設定を行うものとする。 

イ 受付・案内業務 

 （ア）業務内容 

・本施設の利用提供を行うにあたって、利用に係る受付・案内業務を行う。そ

の際、受付窓口を明確にし、入退場の管理のほか、施設に関する説明や施設

の空き状況について、スムーズかつ親切・丁寧に案内できるようにすること。 

 （イ）要求水準 

・開館日や使用時間、利用形態や使用料金、料金体系等に関する案内について、

利用者への周知用の資料等を作成し、本施設内で配布・掲示するほか、ホー

ムページへの掲載等を行い、利便性の向上を図るものとする。また、修繕、

設備点検等により、施設等の使用を制限する場合は、十分な事前の期間をと
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って、周知するものとする。 

・本施設の利用に際し、設営物等がある場合については、設営の立会いや、利

用者に対し設営に関する適切な案内を行うとともに、事故防止や本施設等の

破損防止に努めるものとする。 

・附属設備等の利用がある場合においては、利用者に対し、適切な利用方法の

説明を行うものとする。 

・行事及びその他の興行等の主催者及び興行主等に対しては、事前に利用に関

する打ち合わせを実施し利用内容の確認を行うとともに、利用内容の充実や

向上に向け、相談や提案を行うものとする。 

・本施設内や駐車場の混雑が予想されるときは、駐車場誘導員の確保などを主

催者及び興行主等に求めるなどして対策を講ずるものとする。 

・行事及びその他興行等の開催予定日時に他の使用申請があった場合は、本施

設の空き状況だけでなく、駐車場の空き状況等を勘案して許可をするものと

し、対策を講じても、周辺で渋滞や路上駐車が起こることが予想されるとき

は、必要に応じて使用許可の制限を行うものとする。 

・本施設の利用終了後、施設等の維持管理及び安全管理のため、施設内の事後

点検を行うものとする。 

・障がい者や高齢者、外国人等が円滑に施設を利用できるように案内や必要な

支援を行うものとする。 

・利用上の注意事項を適切に案内し、利用者が危険な行動をとる場合には制止

など必要な措置を取るものとする。 

 

（２）使用許可に関する業務 

 ア 使用許可に関する使用規程の作成 

 （ア）業務内容 

・各施設の特性や想定される利用形態、設置条例、管理運営規則をよく理解し

た上で、施設の貸出台帳、業務日誌等の様式等を作成すること。 

 （イ）要求水準 

・施設の使用区分は、設置条例の区分に沿うものとするが、指定管理者からの

提案により村が認めた場合は変更することができる。 

・施設の使用許可申請に関しては、管理運営規則の規定に沿うものとする。 

・利用者の利便性、快適性を向上させるため、冷暖房等の附属設備や本施設備

え付けの各種備品の使用について、使用規程等を整備するものとする。 

・本施設の利用に際して、施設の保全や大会等の実施を円滑かつ効率的に行う

ため、利用者自身が行うべきこと、守るべきことを明確にするものとする。 

イ 使用申請の受付及び許可 

 （ア）業務内容 

・設置条例、管理運営規則等に従って、手続きを行うこと。 

 （イ）要求水準 

・公の施設としての役割を十分認識し、「（２）使用許可に関する業務」にて作
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成する使用規程に従って公平・平等な運営を行うものとする。 

・指定管理者は、利用者の要望等に応じて、自らの費用において備品・用具等

を調達し、利用者の利便性等の向上に努めることができる。 

・使用許可は、設置条例に定める許可基準に基づき、行政庁たる指定管理者が

判断するものであるが、不許可処分、許可の取消し（利用者の申出によるも

のを除く。）及び使用中止命令を行ったときは、その理由を村に報告するも

のとする。 

・利用者に対し、指定管理者の団体名称をもって許可書を交付するものとする。 

（３）使用料金に関する業務 

ア 使用料金の設定 

（ア）業務内容 

・設置条例に規定された範囲内で、村長の承認を得た上で使用料金を定める。 

・料金設定にあたっては、各施設の特性や利用形態、設置条例、管理運営規則

をよく理解した上で行うこと。 

・ただし、指定管理者が新たなサービス等を提供する場合は、指定管理者にお

いて使用料金等を設定することができる。 

 （イ）要求水準 

・募集要項の「４管理に要する経費（管理経費）」に示すとおり、本施設では使

用料金制を採用するので、指定管理者は、設置条例第６条に規定する額の範

囲内で使用料金を定めるものとする。 

・使用料金及び減免規程については、利用者満足度の向上と利用促進を図るた

めに、様々な工夫や独自の提案（割引料金、時間帯別料金、季節料金（繁忙

期・閑散期）を行うものとし、村と協議の上、作成するものとする。 

・指定管理者が、自らの新たなサービス等の提供に対し使用料金等を設定しよ

うとするときは、事前に村と協議するものとする。 

 イ 使用料金の徴収・管理 

 （ア）業務内容 

・使用料金を徴収し、必要に応じて返還し、通帳、帳簿等で適正に管理するこ

と。 

（イ）要求水準 

・使用料金の納付期限及び還付等について具体的な取扱いを定めるものとする。 

・使用料金の還付は、設置条例第７条の規定に従って、指定管理者が使用規程

を定めた上で必要に応じて行うものとする。 

・使用料金の徴収状況については、施設別に年度で区別できるよう、帳簿等を

作成し、適正な管理及び処理を行うものとする。 

・使用料金区分ごとの人数、収入額、減免件数、減免額を毎月把握・記録する

ものとする。 

・指定管理者が交代する場合において、新指定管理者の指定期間に係る使用料

金を旧指定管理者が収受した場合は、当該使用料金は新指定管理者に帰属す

るものとし、速やかに受け渡すものとする。 
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（４）チャレンジショップの運営に関する業務 

生産物直売所には「山添村チャレンジショップ」が併設されており、チャレ

ンジャーが村の許可を得て利用するため、山添村チャレンジショップ事業実施

要綱（平成３０年７月山添村告示第３７号）に基づき管理・運営を行うこと。

ただし、チャレンジショップとしての機能は、令和１０年３月３１日をもって

終了する。 

（ア）業務内容 

・利用に関する業務、清掃に関する業務や料金の徴収に関する業務などを行う

こと。 

（イ）要求水準 

・山添村役場地域振興課チャレンジショップ担当者の指示により管理・運営を

行うものとする。 

（５）情報発信業務 

 ア 業務内容 

・地域住民及び観光客等の利用促進を図るため、必要な媒体の作成、配布などを

行い、積極的に施設や各種事業に関する効果的な情報発信を行うこと。 

 イ 要求水準 

・各種メディアや情報紙、各種事業のチラシ等の作成・配布により、効果的な情

報発信を行うものとする。 

（６）苦情、要望、相談対応 

 ア 業務内容 

・利用者から寄せられる苦情や要望、相談は、施設の管理運営を行う上で、多く

の示唆を与えてくれ、これらに真摯に向き合い、誠実に対応することは、利用

者本位の施設運営の基本と心得て、しっかりと取り組むこと。 

 イ 要求水準 

・意見箱や要望掲示板の設置、利用後の職員による意見の聴きとりなど、利用者

が気軽に意見・要望等を寄せられるような雰囲気・環境づくりに努めるものと

する。 

・苦情・要望等に対しては、真摯な態度で誠実に対応するものとし、その内容を

記録としてまとめ、保管するものとする。 

・苦情・要望等は、今後の施設運営に活かすようにするとともに、急を要するも

のについては速やかに対応し、重要なものは村に連絡するものとする。 

（７）産業振興に関する業務 

ア 業務内容 

・地域住民及び観光客等の利用促進を図るため、地域の特産品などを活用し積極

的に産業振興に関する効果的な事業を行うこと。 

イ 要求水準 

・産業の振興につながる業務を行うものとする。 

・地域の特産品などを活用した業務を行うものとする。また、地産地消に配慮す

るものとする。 
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・売店を設置する場合は、地元の農産物や加工品などの取扱いに配慮するものと

する。 

 

２ 施設の維持管理に関する業務 

（１）建築物管理業務 

 ア 業務対象・内容 

・建築物保守管理業務の対象範囲は、本施設における建築物の屋根、外壁、建具

（内部・外部）、天井、内壁、床、階段、附属物等の全ての構築物の各部位とす

る。 

・建築物が正常な機能を維持し、利用者が安全、快適に施設を使用することがで

きるよう建築物の点検を行うこと。 

・建築物が正常に機能しない場合、又は正常に機能しないおそれが明らかになっ

た場合には、適切な方法により応急の対応をするとともに、村へ報告すること。 

 イ 要求水準 

・建築物に対して、関連法令等の規定や「建築保全業務共通仕様書」（国土交通省

大臣官房官庁営繕部）を参考に、日常点検、定期点検、法定点検を実施するも

のとする。 

・点検にあたっては、特に天井・外壁の雨漏り・劣化、床、階段、手すり等の劣

化・損傷など、利用者の安全性、快適性に配慮した点検を行うものとする。 

・建築物の不具合を発見した際には、速やかに村に報告するものとする。 

・修繕が必要とされる不具合については、村と協議の上、別紙「リスク分担表」

より負担を明確化した上で、修繕するものとする。 

・指定管理者の責めに帰すべき事由による建築物の更新費用は、指定管理者が負

担するものとする。 

（２）建築設備保守管理業務 

 ア 業務対象・内容 

・各施設に設置されている建築設備が正常な機能を保持し、利用者が安全、快適

に施設を使用することができるよう、運転・監視、点検、保守等を行うこと。 

・正常に機能しない場合、又は正常に機能しないおそれが明らかになった場合に

は適切な方法により応急の対応を行うとともに、村へ報告すること。なお、具

体的な業務は、以下のとおりとなる。 

（ア）消防用設備保守点検業務 

（イ）自動火災報知設備、避難誘導灯設備の保守点検 

（ウ）浄化槽設備保守点検業務 

（エ）冷暖房設備保守点検業務 

（オ）ＡＥＤの点検管理 

 イ 要求水準 

・建築設備に対して、関連法令等の定めを遵守するとともに「建築保全業務共通

仕様書」（国土交通省大臣官房官庁営繕部）を参考にして、日常点検、定期点

検、保守等を実施するものとする。 
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（ア）保守点検業務 

・日常点検（目視等により日常的に行う簡単な点検）、定期保守点検（法令の定

め等により定期的に行う保守点検）を実施し、適切に記録を残すものとする。 

（イ）その他 

・建築設備の不具合を発見した際には、速やかに村に報告するものとする。 

・修繕が必要とされる不具合については、村と協議の上、別紙「リスク分担表」

より負担を明確化した上で、修繕するものとする。 

・指定管理者の責めに帰すべき事由による建築設備の更新費用は、指定管理者

が負担するものとする。 

・定期点検・報告などの費用は、指定管理料に含まれるものとし、法令点検等

の対応等は原則として指定管理者が対応するものとする。なお、点検等に当

たり、施設の所有者の証明書類等が必要な場合は、村が貸与し、又は準備す

るものとする。 

（３）清掃業務 

 ア 業務対象・内容 

・清掃業務の対象範囲は、本施設における建築物（内部・外部）及び敷地内とす

る。 

・建築物内外の仕上げ面や、什器・備品・器具等を適切な頻度で清掃し、施設の

良好な環境衛生、美観を保つこと。 

・仕上げ材の性質等を考慮し、日常清掃、定期清掃、特別清掃等を適切に組み合

わせて実行すること。 

 イ 要求水準 

（ア）業務全般について 

・清掃に関しては、「建築保全業務共通仕様書」を参考に実施するものとする。 

・業務に使用する用具及び資材等は、常に整理整頓に努め、人体に有害な薬品

等は関係法令を遵守し厳重に管理するものとする。 

・作業においては、電気、水道等の節約に努めるものとする。 

（イ）利用者清掃 

・施設の貸出・利用にあたっては、利用者に対し、利用者が行う清掃の実施や

忘れ物の点検を徹底するものとする。 

・行事及びその他興行等で施設が使用される場合には、原則として主催者及び

興行主等が、本施設内外（外構施設を含む）で発生したごみ等を処理すると

ともに、使用した施設内等の簡易的な清掃・整備を行うものとする。 

（ウ）日常清掃 

・本施設内外を常に清潔な状態に保つための清掃回数等の条件は、指定管理者

が利用頻度に応じて、適切に設定するものとする。また、消耗品は、常に適

切に補充された状態にするものとする。 

（エ）定期清掃 

・日常清掃では実施しにくい清掃については、定期清掃を実施するものとする。 

（オ）特別清掃 
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・高所での作業や利用者制限を伴う清掃については、特別清掃を実施するもの

とする。特に、行事及びその他興行等の開催にあたっては、特に汚れが目立

つ箇所の清掃を重点的に行うものとする。 

（カ）その他 

・日常清掃、定期清掃及び特別清掃のほかにも、利用者等に不快感を与えない

よう、必要に応じて清掃を実施するものとする。また、殺菌剤等の薬剤を使

用する場合は、環境及び安全性に配慮して選定するとともに、使用量削減を

図るものとする。 

（４）環境衛生管理業務 

 ア 業務対象・内容 

・環境衛生管理業務の対象範囲は、本施設における空調、給排水設備等とする。

また、清掃、ごみ処理及び害虫駆除清掃を含むものとし、労働安全衛生法、水

道法、水質汚濁防止法等の関係法令に基づき、施設の環境衛生管理を実施する

こと。なお、具体的な業務は、以下のとおりとなる。 

（ア）浄化槽衛生管理業務 

（イ）グリーストラップ清掃業務 

（ウ）施設清掃業務 

（エ）害虫駆除業務 

（オ）その他、施設内の環境衛生に関し必要な業務 

 イ 要求水準 

・害虫駆除業務を適切に行うものとする。 

・施設内で発生するすべての廃棄物は、指定の方法により分別し、関係法令に従

い適切に処理するものとする。 

（５）外構施設維持管理業務 

 ア 業務対象・内容 

・外構施設維持管理業務の対象範囲は、本施設における以下の設備等とする。 

（ア）外構設備 門扉、ベンチ類、側溝等 

（イ）敷地地盤 各種外部舗装床、縁石等 

 イ 要求水準 

・外構施設に対して、関連法令等の定めや「建築保全業務共通仕様書」を参考に、

日常点検、定期点検、日常清掃等を実施するものとする。 

・点検に当たっては、利用者の安全性、快適性に配慮し、外構施設の劣化・損傷

などの点検を行うものとする。 

・日常清掃に当たっては、掃き掃除、側溝掃除等を行い、美観の形成に努めるも

のとする。 

・外構施設の不具合を発見した際には、速やかに村に報告するものとする。 

・指定管理者の責めに帰すべき事由による外構施設の更新費用は、指定管理者が

負担するものとする。 

（６）什器・備品・リース物件維持管理業務 

 ア 業務対象・内容 
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・什器・備品・リース物件（以下「什器等」という。）維持管理業務の対象範囲は、

本施設に配備されている村所有の什器・備品及び指定管理者の所有・リース物

件とする。 

・利用者が安全、快適に施設を使用することができるよう什器等の正常な機能を

保持し、什器等が正常に機能しない場合、又は正常に機能しないおそれが明ら

かになった場合は、適切な方法により応急の対応を行うとともに、村へ報告す

ること。 

・また、本施設の管理運営において必要な消耗品の調達・補充は、全て指定管理

者の負担により行うこと。 

 イ 要求水準 

・什器等に対して、日常点検、定期点検、日常の清掃等を行うものとする。 

・点検にあたっては、利用者の安全性、快適性等に配慮し、什器等の劣化・損傷

がないか確認するものとする。 

・什器等の不具合を発見した際には、速やかに村に報告するものとする。 

・修繕が必要とされる不具合については、村と協議の上、別紙「リスク分担表」

より負担を明確化した上で、修繕するものとする。 

ウ 什器等の管理上の留意点 

・村は、本施設に配備又は配備予定の村所有の什器等については、原則として指

定管理者に無償で貸与する予定である。それ以外の什器等で、指定管理者がサ

ービス向上のために必要と判断するものについては、指定管理者の負担により

調達するものとする。 

・指定管理者が自己の資金で購入した車両・什器・備品の所有権は、指定管理者

に帰属する。 

・指定管理者の責めに帰すべき事由による什器等の更新費用は、指定管理者の負

担とする。 

・指定管理者は、村の所有に帰属する物品について処分を行おうとするときは、

その都度村に報告し、協議するものとする。 

エ 備品台帳の取扱い 

・備品管理にあたり、備品台帳を整備するものとする。 

・備品台帳は、村所有の備品等と指定管理者所有の備品等とに区分するものとす

る。 

・村所有の備品等については、村が貸与する備品台帳にて管理するものとし、指

定管理者所有の備品等は、指定管理者が作成する備品台帳にて管理するものと

する。 

（７）植栽維持管理業務 

 ア 業務対象・内容 

・敷地内における植物を適切に保護・育成・処理することにより、美しい施設内

の環境を維持すること。 

（８）修繕業務 

 ア 業務対象・内容 
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・本施設における建築物、建築設備、備品及び外構施設の修繕については、別紙

「リスク分担表」に基づき協議の上、村が実施する修繕と指定管理者が行う修

繕とに区分すること。修繕の必要が生じた場合、速やかに対応すること。 

 イ 要求水準 

・事業に係る施設の大規模な改築、改造若しくは修繕、又は新設、増築若しくは

移設に要する経費は、村の財産に限り原則として村が負担するものとする。た

だし、１件当たりの金額が３０万円未満の修繕については、指定管理者が経費

の範囲内で行うものとする。なお、金額の妥当性については、村が判断する。 

・指定管理者が本施設の修繕を行った場合、使用した設計図、完成図等の書面を

保管するとともに、修繕履歴を記録するものとする。なお、必要に応じて村に

提出するものとする。 

・次年度に必要と見込まれる修繕があれば、連絡会議の際などに村に報告するも

のとする。 

 

３ 施設の経営管理に関する業務 

（１）指定管理前の事前準備業務 

ア 業務内容 

指定管理業務が円滑に遂行できるよう、事前に以下の業務を行うこと。なお、

指定期間が始まるまでに要した経費は、全て指定管理者の負担とする。 

イ 要求水準 

 （ア）基本協定及び年度協定の締結 

・募集要項、仕様書及び指定管理者による提案書等に基づき、村と協議を重ね

た上で、基本協定及び年度協定締結の準備を行うものとする。 

 （イ）配置する職員等の確保、職員研修 

・指定期間前に施設の管理運営に必要な職員を確保するとともに、業務開始に

向けて、十分な研修を行うものとする。 

 （ウ）業務等に関する事業計画書、使用規程・業務マニュアル等の作成  

・村が定める日までに初年度の事業計画案を作成し、村へ提出するものとする。

事業計画書は、それぞれの事業内容を決める重要文書なので、指定管理者の

提案内容をもとに、事前に村と綿密な協議・調整を行うものとする。 

・指定管理業務を行う上で必要となる各種使用規程、マニュアル等を作成する

ものとする。作成にあたっては、村と協議するものとする。 

（エ）従前の指定管理者からの業務引継ぎ 

・業務の開始に向けて従前の指定管理者から必要な業務の引継ぎを受けるもの

とする。 

（オ）施設の管理運営上に必要な協議・届出 

（カ）その他指定管理業務を実施するための準備 

（２）情報公開、個人情報保護に係る業務 

 ア 業務内容 

・情報公開、個人情報の保護及び秘密の保持に関して、その趣旨に基づき自らこ
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れらに必要なマニュアル等を作成し、開示請求や個人情報等の保護に係る必要

な措置等を講じること。 

 イ 要求水準 

（ア）情報公開 

・山添村情報公開条例第２０条第１項の規定により、本施設の管理運営に伴っ

て取得した文書等について、開示請求があった場合速やかに対応できるよう

必要な措置等を講じるものとする。 

（イ）個人情報の保護 

・本施設の管理運営にあたり、個人情報の取扱いに関し以下のことを遵守する

ものとする。 

・業務の実施上知り得た個人情報に関して、指定管理期間中はもとより業務終

了後においても機密として保持し、開示、漏えい又はこの業務の目的外に利

用しないものとする。ただし、法令により開示が義務付けられ、司法又は行

政の命令に基づいて開示の要求がなされた場合は、この限りでない。 

・個人情報の取扱いにあたっては細心の注意を払うとともに、個人情報の保護

に関する法律（平成１５年法律第５７号）を遵守するものとする。 

・個人情報の漏えい等の事故が発生し又はおそれがある場合は、直ちに村に報

告するとともに防止措置を講じるものとする。 

・前各号が遵守されないことを原因として事故等が発生した場合は、全責任を

負うとともに対応するものとする。 

（ウ）秘密の保持 

・指定管理業務において知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。この守

秘義務は、指定管理者でなくなった後も同様とする。 

（３）必要な書類の作成及び保存、管理に係る業務 

 ア 業務内容 

・本施設の管理運営に伴って発生する様々な書類等の作成、整理、保存及び管理

を適切に行うこと。 

 イ 要求水準 

・使用許可申請・許可書、使用料金徴収関係書類、各種台帳、収受文書、その他

業務上必要な各種文書、管理記録等を作成し、整理、保存及び管理を行うもの

とする。 

・本施設の利用状況（利用者数・利用団体数等）及び使用料金など、運営状況を

示す上で必要なデータの把握、整理を行うものとする。また、利用状況及び使

用料金については、通常利用と減免利用別に集計するものとする。 

（４）事業計画書作成業務 

 ア 業務内容 

・原則として毎年度２月末日までに、次年度の事業計画書等を作成し、村に提出

すること。 

 イ 要求水準 

・事業計画書は、それぞれの事業内容を決める重要文書なので、指定管理者の提
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案内容をもとに、事前に村と綿密な協議・調整を行った上で、以下の内容を記

載した事業計画書及び収支計画書を作成し、村に提出するものとする。 

 （ア）管理運営体制に関する計画 

（イ）指定管理業務の実施計画 

（ウ）管理運営に要する経費の総額及び内訳（原則として指定管理施設ごとに収支

予算書及び指定期間収支計画書を作成すること。） 

（エ）管理運営上の目標 

（オ）その他村が必要と認める事項（自主事業に係る事業計画書を含む。） 

（５）年度協定締結業務 

 ア 業務内容 

・基本協定及び次年度の事業計画書等に基づき、村と年度協定を締結すること。 

 イ 要求水準 

・各年度協定の協議内容、協議期間及び協定書締結日等は、基本協定及び村と協

議の上、決定するものとする。なお、各年度の主な協定項目は、以下のとおり

である。 

 （ア）指定管理料の額及び支払方法、支払時期に関する事項 

 （イ）その他施設ごとに必要な事項 

（６）業務報告書等作成業務 

 ア 業務内容 

  （ア）毎月終了後、指定管理業務に関し、次の各号に示す事項を記載した業務報告

書を作成すること。 

  ① 指定管理業務の実施状況 

② 利用状況 

③ 使用料の収入実績 

④ 管理経費の収支状況 

⑤ 自主事業の実施状況 

⑥ その他村長が別に定める事項 

  （イ）毎年度終了後４月末までに、地方自治法第２４４条の２第７項の規定によ

り、前年度の事業全般及び前年度の業務等に関する事業報告書を提出すること。 

 イ 要求水準 

（ア）委託業務の実施結果、保守・点検業務等の実施結果、修繕実施状況、自主事

業実施状況については、その内容が確認できる書類を作成し、村に提出するも

のとする。 

（ウ）団体の経営状況の確認できる財務諸表等とあわせて村に提出するものとする。

なお、財務諸表については、当該団体の総会終了後、速やかに提出するものと

する。 

（７）自己評価の実施 

 ア 業務内容 

・業務等の実施状況及び施設利用者へのアンケート調査や日常的な村民等からの

意見・要望等に基づき、その事業達成度、利用者の利用満足度及び収支状況に
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ついて自己分析・自己評価を行うこと。 

 イ 要求水準 

・自己分析・自己評価については、記録・保管し、村から提出を求められた場合

は、速やかに提出するものとする。 

（８）連絡会議 

 ア 業務内容 

・より良いサービスの提供や安定的な管理運営のため、村と指定管理者による連

絡会議を通して、管理運営状況や業務履行状況等について確認を行うこと。 

 イ 要求水準 

（ア）立入調査への協力 

村は、必要があると認めたときは、本施設の管理運営及び経理の状況に

ついて指定管理者に説明を求め、又は本施設内への立入検査にて確認を行

うことがある。 

（９）引継業務 

指定期間満了後若しくは指定を取り消された場合は、村又は新たな指定管理者に

対し、要求水準を維持しつつ業務を引き継ぐ責めを負うものとする。 

 

４ その他の必須業務 

（１）関係機関等との連絡調整業務 

 ア 業務内容 

・地元自治会や各種団体、公共機関等との協調、村からの協力要請等への対応に

ついて誠意をもって行うこと。 

 イ 要求水準 

（ア）関係機関との調整 

地元自治会や各種団体、地域住民、公共機関等との協調を図り、依頼・相

談等には誠意をもって対応するものとする。 

（イ）村からの要請への協力 

① 村から、施設の管理運営及び施設の現状等に関する調査並びに資料作成等

の作業の指示があった場合には、迅速、誠実に対応するものとする。 

② 本施設において、村主催・共催事業を実施する場合、施設の設置者である村

が優先的に利用できるよう調整、配慮するものとする。また、当該事業に支援・

協力するものとする。 

 （ウ）運営会議の取扱い 

利用者の声を施設の運営に反映させるため、村、指定管理者、地域団体等に

よる協議の場を設置・開催する場合は、指定管理者が主催するものとする。 

（２）緊急時対応に関する業務 

 ア 業務内容 

・火災や自然災害、急病人やけが人の発生など緊急事態の発生に備えて、必要な

準備、環境整備を行い、発生時には、迅速・的確に対応すること。 

 イ 要求水準 
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（ア）災害予防に関する事項 

① 火災、地震、風水害等の災害及び事故等の不測の事態を想定した危機管理体

制を整備し、危機管理マニュアルを作成して村に提出するものとする。作成し

た危機管理マニュアルは定期的に点検・整備するものとする。 

② 消防法に基づく防火管理者の選任、防火対象物の定期点検、消防計画書の作

成・見直しを行い、所轄消防署へ提出するものとする。 

③ 消火、通報及び避難訓練のほか、緊急事態等を想定した訓練を定期的に行う

ものとする。 

④ 消防用設備の点検・整備、避難設備、その他防災上必要な設備の維持管理を

適切に行うものとする（点検内容は所轄消防署へ報告）。 

（イ）急病人・けが人発生時の対応 

① 急病人発生の対応方法を整備し、緊急時の対策を講じるものとする。 

② 体調不良などの様子が見られる利用者には、状態を確認し、利用を控えるな

ど適切な助言をするものとする。 

③ 救護措置を行った場合は業務日誌に記録し、適宜、村に報告を行うものとす

る。 

④ ＡＥＤ（自動体外式除細動器）を使用しての心肺蘇生等、応急手当を行える

ようにしておくほか、施設内で起こりうる事故を想定した訓練を行うなど、適

切な対応ができるよう職員の研修を実施するものとする。 

⑤ ＡＥＤが正常に使用可能な状態であることを日常的に確認するものとする。 

（ウ）緊急事態等発生時の業務 

緊急事態等が発生又は発生のおそれが生じた場合は、危機管理マニュアルに

従って速やかに適切な措置を講ずるとともに、村をはじめ関係機関に連絡通報

するものとする。 

① 災害発生時には、利用者の安全確保や避難誘導、施設の保全・復旧作業を行

うものとする。 

② 施設や設備等が破損するなどして、施設の利用制限をする必要がある場合に

は、速やかに村に報告するものとする。 

③ 大規模な災害が発生したときは、防災活動の拠点、避難場所等として使用す

ることがあるので、その場合は、対応に必要な職員を配置し、活動拠点となる

場所等の提供のほか、避難者の受入れを行うなど、最大限の協力を行うものと

する。 

（エ）その他の非常時の対応 

① 感染症発生時（流行時）等には、国、奈良県及び村で示す指針等に従って予

防策及び対応策を講じるものとする。 

② その他の災害・人災の発生時、人命救助等の緊急措置が必要な場合には、臨

機応変に対応するものとする。 

 

５ 指定管理者が行うことができる自主事業 

 ア 業務内容 
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・自主事業は、施設の設置目的の範囲内で利用促進やサービスの向上のために独

自に企画し、事前に村長の承諾を得た上で、指定管理者自らの費用で実施する。 

 イ 要求水準 

・本施設の設置目的を効果的に達成するため、自主事業の実施を通じて本施設の

利用率向上に努めるものとする。 

 ウ 自主事業の実施上の留意点 

・毎年度事業開始前に自主事業の内容や収支等を記載した自主事業計画書等を作

成し、村の承諾を得る。 

・自主事業の実施に際しては、指定管理料を充てることはできず、自らの負担又

は自主事業に係る収入によって実施すること。なお、当該事業により生じた利

益及び損失は指定管理者に帰属する。 

・自主事業の実施に際しては、指定管理者自らの負担（又は事業参加者から徴収

した実費）で必ず民間保険等に加入すること。 

・事業終了後は、事業報告書に併せて記載し、実績報告を行うこと。 

 

第５ 管理に関する経費 

１ 指定管理料 

指定管理料は、別紙募集要項のとおり。 

 

２ 指定管理料の支払と精算 

指定管理料の支払方法、支払時期及び金額については、年度協定で定めるものと

する。なお、指定管理者の経営努力が収益に反映されるよう、管理経費の節減等に

より収支差額が生じた場合は、原則、指定管理料の額を精算しないものとする。 

 

３ 指定管理料の返還 

指定管理者の経営努力以外の要因によって指定管理料に余剰が生じた場合には、

村と指定管理者で指定管理料の返還について協議するものとする。 

双方協議の結果、両者が返還の必要性を認めた部分については、速やかに返還す

ること。 

なお、協議により解決に至らなかった場合は、双方に中立的な第三者を加え協議

するものとし、その費用については、村及び指定管理者で折半するものとする。 

＜指定管理者の経営努力以外の要因の例＞ 

・基本協定等に記載のある事業の取りやめ 

・施設の一部閉鎖 

 

４ 帳簿書類等の保存 

指定管理者として作成した帳簿書類等は、帳簿閉鎖のときから５年間保存するも

のとする。なお、指定期間が満了し、又は指定を取り消された後においても同様と

する。 
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第６ リスク分担と保険の付保 

１ リスク分担 

村と指定管理者との間におけるリスク分担は、別紙「リスク分担表」のとおりと

する。なお、リスク分担表に定める事項以外の不測のリスクが生じた場合は、村と

指定管理者が協議の上、リスク分担を決定する。 

なお、指定管理者は、指定管理業務に関するリスク負担に対応するため、指定管

理者の負担で必要な保険に加入すること。 

 

２ 保険の付保 

  本施設の指定管理者として必要とされる賠償責任保険に加入するものとする。 

なお、村は、指定管理施設の瑕疵、管理業務上の過失及び個人情報漏えいに起因

する法律上の損害賠償責任並びに管理業務上の行事やイベントの活動中の事故に

より被災した住民に対する見舞金など補償に対応した全国町村会総合賠償補償保

険に加入し、建築物等に対しては、一般財団法人全国自治協会の建物災害共済に加

入する。 

 

＜参考＞全国町村会総合賠償補償保険加入内容（R7.4.1現在） 

○損害賠償 

対 象：指定管理施設の瑕疵及び管理業務上の過失に起因する法律上の損害

賠償責任 

限度額：身体賠償…１名につき２億円 １事故につき 20億円 

財物賠償…１事故につき１億円 

個人情報漏えいによる損害賠償…保険期間中 2億円 

個人情報漏えいによる対応費用…1事故 1,000万円、保険期間中 3,000万円 

サイバーリスクによる損害賠償…保険期間中 2億円 

サイバーリスクによる対応費用…保険期間中 3,000万円 

○補 償 

対 象：管理業務上の行事やイベントの活動中の事故により被災した住民に

対する見舞金など 

限度額：死亡…500 万円 後遺症…20～500 万円 入院保障 2～30 万円 通院保

障 0.5～12万円 

※指定管理者による「自主事業」に起因する賠償・補償は、当該保険の対象外 

 

第７ 原状回復義務と損害賠償 

１ 原状回復義務 

指定管理者は、施設又は設備の変更をしようとするときは、事前に村と協議する

こと。また、指定の期間が終了したとき、又は指定を取り消されたときは、その管

理を行わなくなった施設又は設備を村の指示するところにより、回復しなければな

らない。 
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２ 損害賠償 

指定管理者は、施設の管理運営に当たり、指定管理者の責めに帰すべき事由によ

り、村又は第三者に損害を与えた場合は、損害を賠償しなければならない。この場

合において、損害を受けた第三者の求めに応じて、村が損害を賠償したときは、村

は指定管理者に対して求償権を有するものとする。また、指定管理者は、施設、設

備、資料又は備品等を汚損、損傷し、又は亡失したときは、村の指示するところに

より原状に回復し、又は損害を賠償しなければならない。 

 

第８ その他留意事項 

１ 村民への周知 

指定管理者は、指定管理者の名称と連絡先、村の所管課名と連絡先を施設内に表

示し、又はパンフレット等に明記するなど、指定管理者が管理運営している村の施

設である旨を明示すること。 

（表示例） 

山添村が設置した山添村（施設名）は、指定管理者である（指定管理者名）が

管理・運営を行っています。 

連絡先：施設の管理運営 指定管理者 （指定管理者名） 

電話番号  （指定管理者連絡先） 

施設の設置者  山添村地域振興課 

電話番号  ０７４３－８５－００４８ 

 

２ 公租公課 

指定管理者は、団体等の法人にかかる村県民税、事業を行う者にかかる事業所税

等の納税義務者となる可能性がある。詳しくは、村税については山添村税務会計課、

県税については奈良県税務課、国税については所在地の税務署に問い合わせること。 


